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液状化判定法の比較

• 建築基礎構造設計指針建築 礎構造設計指針

– 日本建築学会，建築物基礎

宅地の液状化被害可能性判定に係• 宅地の液状化被害可能性判定に係
る技術指針（案）

– 国交省都市局，戸建て住宅等の宅地の
液状化被害

• 港湾の技術上の基準・同解説

国交省港湾局 港湾施設– 国交省港湾局，港湾施設



液状化判定法の比較

• どの基準も，考え方の基本は液状化安全率

FL= R / L
R：液状化強度比，L：繰り返しせん断応力比

• 液状化強度，せん断応力の算定方法と，それらと液状化
発生の関係を境界の関係が異なる

– 強度として補正N値，等価N値，せん断応力として等価加速度
など



液状化判定法の比較

• 液状化層厚の考慮

– 建築：液状化による地盤変位を検討して液状化程度の指標と
する

宅地 建築H D 法 建築H P 法 道路H P 法– 宅地：建築H1-Dｃｙ法，建築H1-PL法，道路H1-PL法
• PL値：

• H ：非液状化層厚• H1：非液状化層厚

– 港湾：構造物に応じて異なるが，3m以上の液状化発生を閾値
とすることが多いとすることが多い



液状化判定法の比較

• 地震動の想定が異なる

– 建築：推奨する地表面水平加速度

損傷限界検討用：150～200Gal
終局限界検討用：350Gal

• 簡易な式により，地中せん断応力を算定

より適切にせん断応力を求める場合は 学基盤での入力地震動を設• より適切にせん断応力を求める場合は，工学基盤での入力地震動を設
定

– 港湾：サイト特性を考慮したＬ１・Ｌ２地震動港湾：サイト特性を考慮したＬ１ Ｌ２地震動
• 地中せん断応力算定には1次元地震応答解析が必要

• 地震動継続時間も考慮される



液状化判定法の比較

• 液状化を許容する場合の対応

– 特にL2地震，建築では終局限界に対して

– 建築：液状化に伴う地盤剛性や水平地盤反力係数等の低下を
考慮して 基礎の検討を行う考慮して，基礎の検討を行う

– 港湾：有効応力解析（FLIP）で検討



液状化判定法の比較

対応案

• 港湾だけでなく，関係する基準をすべて満足するように
液状化判定，対策を行う．

• 他基準の検討においても，必要に応じて，サイト特性を
考慮できている港湾の地震動を用いた検討を行う．考 港湾 震動 検討 う


